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１．はじめに
中国においては，改革開放以降，急速な都市化が進み，とくに９０年代に
入ると，大規模な都市開発により，大量の農地の工業，交通，住宅用地等の
非農業部門への潰廃が進行した。
ほぼこれと同時に，１９９２年の「南巡講話」を契機に，大規模な外資企業
の中国投資が行われたことにより，賃金水準の低い農村労働力にたいする需
要が急増したこと，さらに農業機械化の進展で農業生産性が向上したことに
より，農村の剰余労働力が都市地域に急激に吸収されることとなった。
また，このころから都市地域の急速な経済発展による所得上昇と，農村地
域の農業所得の伸び悩みは，大規模な経済発展の地域間格差，つまり都市地
域と農村地域の所得格差を急速に拡大させ，多くの農村人口の都市地域への
移動を促進した。
このように，１９９０年代の中国は，大量の農民の農外への流失が急拡大し
た時期といえるだろう。
先行研究からは，この時期の農村労働力の大規模な農外流失の要因とし
て，以下の要因が指摘されている。
① 改革開放政策の進展による，農民と都市居民の所得格差の拡大。
② 農業生産力の向上による農業生産量の増大を背景とした農産物価格の
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低落と，生産意欲の減退。
③ ２００６年以前は，中国においては農家の農業関連諸税（農業税，農業
特産税，牧畜業税，耕地占用税等から構成）負担は大きく，農家の負
担となっていたこと。
こうした要因を背景に，農民たちは都市部への出稼ぎを拡大させた。急速
に発展・拡大を続ける中国経済のなかにあって，１９９５年前後から２００４年前
後まで「民工潮」などと呼ばれる，農村労働力を主体とした出稼ぎ型の都市
地域への人口流動現象が大きく拡大していった１）。
農民の農外への流失の発生原因について，一部の先行研究（上野２００３），
（大島２０１２）などでは，いわゆる「失地農民」（土地を失った農民）問題を
指摘する研究もある。当時の中国においては，農民の農地利用権が制度的に
確立されておらず，この状況のもとで，急速な経済発展により土地需要が急
速に拡大したことから，なかば非合法的な利益を求める一部土地開発企業の
土地収用行為の存在と，これを利用する地方政府の腐敗とが拍車をかけてい
る構図が存在していたのである。こうして多くの農民が請負農地を失い，都
市への移動を余儀なくされた。
こうした状況の中で，本論文の目的は以下の２点である。
① 農民所得の側面から，農民が農外へ流失した要因を主に農外所得の変
化を中心に明らかにする。
② 主要な農外所得である，郷鎮企業所得，出稼ぎ所得の推移を検討し，
農外就業先別所得の選択の実態を検討する。とくに農民が農外就業を
選択する際にどのような選択を行っているのかに注目する。
２．農民の農外流失と農外所得構成
（１） 農民の農外流失と農外所得構成
周知のように，中国農業の担い手は，農村地域に存在する大量の自作農
（請負農民）である。現状ではこの自作農の中から，諸要因によって自発的
１）大島一二（２００３）p．１参照。
２ 桃山学院大学経済経営論集 第６０巻第３号
年
農民の年間一人当た
り平均所得（元）
都市居民の年間一人
当たり平均所得（元）
農民と都市居民の所
得の比率（％）
１９９０ ６８６ １３８７ ２．０２
１９９１ ７１０ １５７０ ２．２１
１９９２ ７８４ １８２６ ２．３３
１９９３ ９２２ ２３３７ ２．５４
１９９４ １２２１ ３４９６ ２．８６
１９９５ １５７８ ３８９３ ２．４７
１９９６ １９２６ ４３７７ ２．２７
１９９７ ２０９０ ５１６０ ２．４７
１９９８ ２１６０ ５４２５ ２．５１
１９９９ ２２１０ ５８５４ ２．６５
表１ 農民の年間一人当たり平均収入と都市居民の年間一人当たり平均収入
（出所）『中国統計年鑑』各年版から作成
に農外に流失している者が圧倒的に多いと考えられる。自作農の定義は日本
の自作農の定義とほぼ同一であるが，相違点は，中国における自作農の農地
の所有権は村を単位とする集団所有である点であり，中国の自作農は土地に
対して所有権を有せず，使用権のみを有している点である。これらの自作農
の本質は「小農経済」であり，農産物の生産・販売はごく限られた量にとど
まっている。
こうした状況の中で，都市地域と農村地域の所得格差は年々拡大を示し
（表１参照），自作農の農業生産意欲は低下し，逆に農外就業意欲が増大した
と考えられる。当時の農民の一般的な農外所得の主要的な構成は，大別して
郷鎮企業賃金と地域外への出稼ぎ所得の２種が存在していた（表２参照）。
（１９９０年～１９９９年）
中国農民の農外流失要因と農外就業先の選択 ３
年 農業所得（元） 郷鎮企業所得（元） 出稼ぎ所得（元）
１９９０ ６８６．３ ２４５９．７ 不明
１９９１ ７０８．６ ２７３６．４ 不明
１９９２ ７８４．０ ３３７４．７ 不明
１９９３ ９２１．６ ４４４４．０ 不明
１９９４ １２２１．１ ５０９１．３ 不明
１９９５ １５７７．７ ６２２９．５ ５９４０．０
１９９６ １９２６．１ ７８０９．２ ７０８０．０
１９９７ ２０９０．１ ６４５６．０ ５５２０．０
１９９８ ２１６２．０ ５８９１．３ ７０４４．０
１９９９ ２２１０．３ ５９９１．３ ７８００．０
２０００ ２２５３．４ ５５０７．６ ７８００．０
２００１ ２３６６．４ ５９０８．８ ７７２８．０
２００２ ２４７５．６ ６４１８．３ ７６８０．０
２００３ ２６２２．２ ６６８３．８ ８２８０．０
２００４ ２９３６．４ ７０３５．９ ９３６０．０
２００５ ３２５４．９ ７７８９．５ １０３３２．０
２００６ ３５８７．０ ８３６９．４ １１３５２．０
２００７ ４１４０．４ １１４９６．３ １２７２０．０
２００８ ４７６０．６ １２５６４．１ １４４６０．０
２００９ ５１５３．２ １２５３３．３ １７００４．０
２０１０ ５９１９．０ １７５５７．９ ２０２８０．０
２０１１ ６９７７．３ １７９８４．２ ２４５８８．０
２０１２ ７９１６．６ １５３９２．５ ２７４８０．０
２０１３ ８８９５．９ １８０３０．５ ３１３０８．０
２０１４ ９８９２．０ ２０５８１．７ ３４３６８．０
２０１５ １０７７２．０ ２２４０７．８ ３６８６４．０
表２ 農業所得と主要農外所得の比較
（出所）『中国農村統計年鑑版』および『中国郷鎮企業統計年鑑』から作成。
４ 桃山学院大学経済経営論集 第６０巻第３号
（２） 農村における郷鎮企業の発展
こうした，低位な農業所得問題への対応として，中国政府は１９９０年代に，
積極的に郷鎮企業の発展を促進する政策を進めた。表２に示したように，
１９９５年～１９９７年は郷鎮企業所得は農業所得を上回っており，必然的に農民
たちは非農業部門の中でも郷鎮企業への就業を選択していった。
中国における郷鎮企業の発展は，膨大な規模の農村における余剰労働力の
存在が背景にあり，当時の都市化がいまだ不十分な状態から必然的にもたら
されたものであった。
一般に，一国の農工商業間の分業の程度はその国の生産力の発展水準を決
め，一国の農業人口の比率は，その国の貧富の程度，商品生産発展の程度，
国民経済の発展段階を決めるとされている。これについて，中国において
は，経済発展の道は“一多一少”の二重の困難が存在していたといわれる。
“一多”とは厳しい人口増勢のことであり，とくに農村には膨大な規模の余
剰労働力が存在している。これにたいして，“一少”とは資金不足の問題で
ある。しかし，１９７８年以後の農村各戸請負責任制を主とする農村経済改革
の進展により，農業生産・農民所得・農業蓄積は急上昇し，農民が自力で非
農業部門に投資する余剰も発生してきた。こうした中で郷鎮企業は，いわゆ
る“離土不離郷，進廠不進城（農業を離れても農村をはなれない，工場に
入っても都市に移住しない）”という形態での中国の特色ある近代化への試
み２）が進められたのである。
１９８５年～１９８８年の時期は，まさに中国の郷鎮企業の急発展期であった。
この段階は，郷鎮企業の発展が大量の余剰労働力を吸収すると同時に，国民
経済成長の促進と農業発展の支援，農民収入の増加，農村集団経済の強化と
農村社会事業への支援，農村の都市化のために重要な役割を果たした時期で
あった。１９８８年の年末に，全国の郷鎮企業は１８８８万社，就業者総数は９５４５
万人に達した。その後，１９８５年～１９９４年の期間に，郷鎮企業の就職者数の
年平均増加率は６．２％に達し，農村の就業機会の増大に大きく貢献した（図
２）工藤市兵衛（１９９４）p．７１参照。
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図１ 郷鎮企業の就業者数の推移（１９８５年～１９９４年）
（出所）『中国統計年鑑』１９９５年版から作成。
１参照）。
その後，１９９２年春の鄧小平による「南巡講話」を契機に，郷鎮企業はさ
らに大きな発展高潮を迎えるが，市場経済体制の確立と，１９９３年３月の第８
期全国人民代表大会第１回会議で採択された『中華人民共和国憲法修正案』
により，私営経済は経済の補完的地位から重要な構成部分とされ，郷鎮企業
においても家族経営，家族間合作経営による私営企業が大きな成長を遂げ
た３）。
この１９９３年～１９９６年の時期は，中国の郷鎮企業発展のピーク期であっ
た。１９９２年に郷鎮企業の年生産総額は１７，９７５億元に達した。
郷鎮企業の発展は農民の収入増大に大きく貢献した。１９８８年の郷鎮企業
の就業者の平均賃金（月）はわずか３００元であったが，１９９４年には同１２００
元程度に増大した。
３）孔麗（２００６）p．５５参照。
６ 桃山学院大学経済経営論集 第６０巻第３号
（３） 郷鎮企業から地域外就業の拡大へ
しかし，郷鎮企業の高い成長率は１９９６年以降には徐々に低下傾向を示し，
郷鎮企業は安定的な発展時期に移行した。１９９０年代に入って企業数は１９９６
年をピークにいったん減少傾向に陥ったことがわかる。そして，従業員数も
１９９７年に，１９７８年の改革・開放政策の実施以降初めて前年比マイナス４５８
万人と減少を記録したのにつづき，１９９８年にも，さらに５１３万人の大幅な
減少が発生するなど，郷鎮企業の経営悪化が明確に示される結果となってい
る。とくに，この２年間において合計１０００万人近い雇用が減少したことは，
ある意味では当時の中国社会において大きな社会問題となっていた国有企業
のレイオフ問題（いわゆる「下崗問題」）にも匹敵する大きな社会問題で
あったと考えることができよう。こうした短期間での急速な雇用の減少は，
中国農村に一貫して存在してきた農村の余剰労働力をさらに深刻化させてい
ると考えられる。その後，２０１０年代に入ると，その成長はやや回復基調に
あったが，基本的な生産構造としては，従業員５～６人程度の零細中小企業
が圧倒的多数を占めており，生産性が高くないことが推測できる４）。
このように，中国の郷鎮企業は，１９９５年前後をほぼピークに，これ以降
農村の剰余労働力の吸収力を顕著に低下させている。この郷鎮企業の雇用吸
収力の低下が，新たに地域外への労働力移動を誘発したのである。
改革開放政策実施以降，中国経済は従前の単一な構造から多元的な複雑な
構造に大きく変化した。これに伴って中国の農村経済も大きな変貌を遂げ
た。人民公社の解体，郷鎮企業の発展，農外就業と農外収入の増加などの大
きな変化が発生した。しかし，前述のように，１９９０年代後期に至ると，郷
鎮企業の農村における雇用吸収力は顕著に低下した。この雇用の行き詰まり
が農村から都市地域への出稼ぎ農民，いわゆる「農民工」の急増をもたらし
たと考えられる。
鄧小平による「南巡講話」が１９９２年に発表された後，中国の経済発展は
新たな成長段階に移行した。積極的な外資導入と，そこで勤務する農村出身
４）大島一二（２０１７）p．６参照。
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出稼ぎ労働者の雇用の急増である。関係機関の調査によると，地域外で就業
する労働者数は，１９８９年に３２００万人をこえ，１９９３年には６２００万人に達し
たとされる。
中国における農村出身労働者のフェイスシートは以下の通りである。
まず当時の年齢階層と学歴に注目すると，主に中学校卒業程度の学歴を有
し，年齢階層が若年層に集中している。統計によると，１６歳から３０歳まで
の農村出身労働者は６１％，３１歳から４０歳までが２３％，４１歳以上が１６％で
あり，農村出身労働者の平均年齢は２８．６歳である。学歴は，中学校程度が
６６％であった。
出身地は，主に中西部地域から東南地域の大都市に移動し，就業してい
た。２００４年の調査では，省間を移動した農村出身労働者は，主に北京市，
天津市，上海市，浙江省，江蘇省，広東省，福建省の７省に農村出身労働者
総人数の８２％が流入したとされている。大中規模の都市で働く農村出身労
働者が総数の６０％以上を占めている。
主要な就業業種は，製造業，建設業，サービス業の雇用である。
中国共産党・中国政府も農民の都市地域への流入を容認し，環境整備を行
うことを決定している。
こうした郷鎮企業の発展，出稼ぎの拡大の結果，２００４年には，政府試算
によれば，農村総労働力の２３．８％が雇用労働力となったと推計されている。
このように，農外に流出する労働力は急増し，とくに地域外に移動する労働
力が増加した。これは，前掲表２に示したように，１９９０年代後半以降，出
稼ぎ所得の増大が顕著となり，郷鎮企業所得を上回ったことが大きな背景と
なっていると考えられる。
こうして，１９９５年～２００５年の１０年間において，大量の農民が郷鎮企業就
業を拡大し，さらに都市部へ移動し就業したため，農民所得は，主に農外所
得の増大により拡大した。前掲表２の１９９５年～２０１０年の時期の農村出身労
働者の平均賃金（＝出稼ぎ所得）と農業所得の推移に注目してみれば，この
表からは顕著な農村出身労働者所得の増大（とくに出稼ぎ所得の増大）が読
８ 桃山学院大学経済経営論集 第６０巻第３号
図２ 農村内部のジニ係数の推移
（出所）『中国農村統計年鑑』各年版から作成。
み取れ，農家の所得が増大していることが理解できる。こうした結果，農外
所得機会の多寡が農家の所得総額に大きな影響を与えることとなり，農村内
部のジニ係数は徐々に拡大した（図２参照）。
（４） 改革開放政策実施以降の農外所得の変化
上述したように，農民の農外へ流失原因は，農業と非農業部門の収益性相
違が主要なものと考えられる。つまり，自作農の農業所得は低く，非農業部
門との格差が拡大しているのである。この格差に基づいて，多くの農民が農
外へ流失した。しかし，前掲表２に示したように，農民の農外への流失の際
の農外就業先は必ずしも一貫して同じだったわけではない。たとえば，農業
所得（A），郷鎮企業所得（B），出稼ぎ所得（C）と区分すると，表２に示
したように，まず一貫してAの農業所得がもっとも低いことがわかる。その
後，１９９５年～１９９７年はBの郷鎮企業所得がもっとも高く，さらに１９９８年以
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降は一貫して出稼ぎ所得がもっとも高いことがわかる。
このように，農民の選択としては，一貫して農業を選択することは失う機
会費用がもっとも高いことになっている。その後，１９９５年～１９９７年は郷鎮
企業を選択することが高い所得を得ることにつながり，１９９８年以降は，郷
鎮企業の相対的な不振により相対的に郷鎮企業所得が低く，出稼ぎ所得が高
くなり，１９９０年代末期から大量の農民の都市部への出稼ぎが拡大したと考
えられる。
３．まとめ
ここまでみてきたように，中国農民の農外への流失には，一つの特徴がみ
られる。つまり，一貫して農業所得が低かったことから，農家所得を高める
ために，中国農民は改革開放期を通じて，農外就業機会を求めてきた。その
就業先は，１９９０年代の郷鎮企業の急激な発展期には郷鎮企業の相対的な所
得が高く，多くの農民が農外の選択において，郷鎮企業を選択した。
しかし，２０００年前後から，郷鎮企業は雇用吸収力が急激に低下し，これ
にかわって，都市部での出稼ぎ所得が郷鎮企業所得を上回り，多くの農民は
出稼ぎを選択することになる。
このように，中国農民は常に合理的な経済行動からその就業先を選択して
いることが明らかになった。
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Farmer’s Outflow Factor and Choice of
Out-of-farm Work
WANG Jiaxi
OSHIMA Kazutsugu
In China, rapid urbanization has progressed since the reform and
opening, especially in the 1990s, large-scale urban development has led to
the elimination of large amounts of agricultural land into non-agricultural
sectors such as industrial, transportation and residential land did.
Almost at the same time, due to the 1992 “South speech”, investment in
China by a large foreign-funded enterprise caused a sharp increase in the
demand for rural labor with low wage level, and the demand for
agricultural mechanization With the progress of agricultural productivity
improvement, surplus labor of rural areas was absorbed rapidly in urban
areas.
Also from this time, the rise in income due to the rapid economic
development of urban areas and the sluggish growth of agricultural income
in rural areas, rapidly expanded the regional disparity of large-scale
economic development, that is, the income gap between urban and rural
areas. Promoted the movement of many rural populations to urban areas.
The purpose of this paper is the following two points.（１）From the
aspect of farmer’s income, we clarify mainly the change of farmers outside
agriculture, mainly on the change of foreign income. （２）Study the
transition of major township enterprises income and migrant income, which
is major agricultural income, and examine the selection of income by non-
farm work place. Especially notice what kind of choice farmers are making
when selecting overseas work.
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